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一
般
会
計　
歳
出

■
性
質
別
経
費

　

人
件
費
や
扶
助
費
な
ど
義
務
的
経
費

は
、
52
億
９
，
４
２
９
万
２
千
円（
前
年

度
比
４
，
４
４
７
万
６
千
円
増
）を
計
上

し
ま
し
た
。
投
資
的
経
費
は
、
28
億
３
，

２
５
１
万
４
千
円（
前
年
度
比
13
億
２
，

１
４
５
万
８
千
円
増
）を
計
上
し
ま
し
た
。

　
今
年
度
は
、
災
害
等
廃
棄
物
処
理
事
業

や
被
災
農
業
者
向
け
経
営
体
育
成
支
援
事

業
な
ど
の
熊
本
地
震
に
関
連
し
た
事
業
に

よ
り
、
昨
年
度
よ
り
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
物
件
費
や
補
助
費
等
、
繰
出
金
な
ど
そ

の
他
の
経
費
は
、
64
億
６
，
３
１
９
万
４

千
円（
前
年
度
比
２
，
４
０
６
万
６
千
円

増
）を
計
上
し
ま
し
た
。

特
別
会
計

　
土
地
取
得
特
別
会
計
は
、
町
の
事
業
で

使
う
土
地
を
事
業
実
施
に
先
行
し
て
取
得

す
る
た
め
の
会
計
で
、
主
に
土
地
の
管
理

を
行
い
ま
す
。

　
光
の
森
公
共
用
地
取
得
の
と
き
に
借
り

た
町
債
は
、
平
成
28
年
度
で
完
済
と
な
り

ま
し
た
。

平成29年度予算

自主財源
78億8,644万7千円
54.1%

自主財源
78億8,644万7千円
54.1%

依存財源
67億355万3千円 

45.9%

依存財源
67億355万3千円 

45.9%

町税
61億7,397万9千円
42.3%

町税
61億7,397万9千円
42.3%

分担金及び負担金
使用料及び手数料
5億520万円 
3.5%

分担金及び負担金
使用料及び手数料
5億520万円 
3.5%繰入金 ･繰越金など

12億726万8千円 
8.3%

繰入金 ･繰越金など
12億726万8千円 
8.3%

地方交付税
4億4,100万円 
3.0%

地方交付税
4億4,100万円 
3.0%

国庫支出金
23億7,978万7千円 
16.3%

国庫支出金
23億7,978万7千円 
16.3%

県支出金
12億5,780万5千円 
8.6%

県支出金
12億5,780万5千円 
8.6%

各種交付金
7億7,038万4千円
5.3%

各種交付金
7億7,038万4千円
5.3%

町債
16億6,220万円 
11.4%

町債
16億6,220万円 
11.4%

歳入全体の42.3％を占める町税の内訳

個人町民税
20億1,191万5千円
32.6％
法人町民税
4億7,496万5千円
7.7％
固定資産税（土地・家屋など）
22億8,683万9千円
37.0％

固定資産税（償却資産）
10億638万8千円
16.3％
軽自動車税
1億512万5千円
1.7％
町たばこ税
2億8,874万7千円
4.7％

一般会計歳入　145億9千万円

地方譲与税
1億9,237万7千円 
1.3%

地方譲与税
1億9,237万7千円 
1.3%

一般会計歳出　145億9千万円

投資的経費
28億3,251万4千円 

19.4%

投資的経費
28億3,251万4千円 

19.4%

人件費
19億6,709万8千円 
13.5%

人件費
19億6,709万8千円 
13.5%

扶助費
19億8,528万8千円 
13.6%

扶助費
19億8,528万8千円 
13.6%

公債費
13億4,190万6千円 
9.2%

公債費
13億4,190万6千円 
9.2%

普通建設事業費
15億7,211万5千円 
10.8%

普通建設事業費
15億7,211万5千円 
10.8%

災害復旧費
12億6,039万9千円
8.6%

災害復旧費
12億6,039万9千円
8.6%

物件費
30億5,764万6千円 
21.0%

物件費
30億5,764万6千円 
21.0%

維持補修費
4,073万3千円
0.3%

維持補修費
4,073万3千円
0.3%

補助費等
23億1,914万3千円
15.9%

補助費等
23億1,914万3千円
15.9%

繰出金など
10億4,567万2千円
7.1%

繰出金など
10億4,567万2千円
7.1%

義務的経費
52億9,429万2千円
36.3%

義務的経費
52億9,429万2千円
36.3%

その他の経費
64億6,319万4千円

44.3%

その他の経費
64億6,319万4千円

44.3%

「菊陽町熊本地震復旧・復興計画」関連予算　� 総額 14億9,607万円
■主な事業　災害廃棄物等処理事業� 7億2,802万円
　　　　　　被災農業者向け経営体育成支援事業� 2億9,814万円
　　　　　　町民体育館災害復旧事業� 1億1,568万円
　　　　　　庁舎関係災害復旧事業� 5,381万円

予算
問 財政課　財政係　☎（232）2111

平成29年度の一般会計、特別会計および下水道事業会計の
予算総額は238億7,501万2千円で前年度比10億1,439万8
千円増（4.4％増）となりました。

平成29年度当初予算
一般会計� 145億9千万円（10.5％増）
特別会計� 69億4,290万6千円（ 0.5％減）
下水道事業会計� 23億4,210万6千円（12.6％減）
�
総額� 238億7,501万2千円（ 4.4％増）

特別会計　予算
特別会計 予算額（前年度比）

土地取得特別会計 113万5千円（99.3％減）
国民健康保険特別会計 40億8,331万5千円（2.0％減）
介護保険特別会計 25億1,778万1千円（8.9％増）

後期高齢者医療特別会計 3億4,067万5千円（2.2％増）

■歳入
自主財源　町が自主的に調達できる財源。自主財源が多いほ
ど町の行政活動の自主性と安定性が高い。町税や財産収入な
ど。
依存財源　町が他の支援などで調達する財源。国や県から交
付される補助金や町債など。
地方交付税　全国的に一定の行政水準を確保するために国か
ら交付されるお金。
国・県支出金　国や県が事業費の一部を負担したり、補助し
たりするお金。
町債　町が施設の整備を行う場合などの財源として長期的に

借り入れるお金。
繰入金　他の会計や基金（町の貯金）などから受け入れるお金。

■歳出
義務的経費　支出が義務づけられていて、任意に減らせない
経費。人件費、扶助費、公債費。
投資的経費　施設や道路など将来に残るものを造るために支
出される経費。
扶助費　社会保障制度の一環として、各種の法令（障害者総
合支援法、児童福祉法など）に基づき支出される経費。
繰出金　他の会計へ支出される経費のこと。

用語の説明

一
般
会
計　
歳
入

■
自
主
財
源

　
歳
入
全
体
の
54
・
１
％
と
な
る
自
主
財

源
は
、
78
億
８
，
６
４
４
万
７
千
円（
前

年
度
比
４
億
８
，
１
４
４
万
８
千
円
増
）

と
見
込
み
ま
し
た
。

　
町
税
は
個
人
町
民
税
、
法
人
町
民
税
の

伸
び
に
よ
り
61
億
７
，
３
９
７
万
９
千
円

（
前
年
度
比
１
億
６
，
９
０
１
万
９
千
円

増
）と
見
込
み
ま
し
た
。

■
依
存
財
源

　
歳
入
全
体
の
45
・
９
％
と
な
る
依
存
財

源
は
、
67
億
３
５
５
万
３
千
円（
前
年
度

比
９
億
８
５
５
万
２
千
円
増
）と
見
込
み

ま
し
た
。

　
国
庫
支
出
金
は
、
災
害
等
廃
棄
物
処
理

事
業
費
補
助
金
に
よ
り
増
加
す
る
見
込
み

で
す
。

　
町
債
は
、
前
年
度
か
ら
５
億
３
，
１
３

０
万
円
増
の
16
億
６
，
２
２
０
万
円
を
借

り
入
れ
る
予
定
で
す
。
こ
の
う
ち
、
国
か

ら
交
付
さ
れ
る
べ
き
地
方
交
付
税
の
財
源

不
足
を
補
う
た
め
に
借
り
入
れ
る
臨
時
財

政
対
策
債
は
４
億
５
，
９
０
０
万
円
と
見

込
ん
で
い
ま
す
。

　
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
は
、
74
歳
ま

で
の
農
業
・
自
営
業
・
退
職
者
な
ど
の
保

険
給
付
や
、
特
定
健
康
診
査
な
ど
の
事
業

を
行
い
ま
す
。　
　
　
　

　
介
護
保
険
特
別
会
計
は
、
高
齢
者
の
介

護
に
関
す
る
サ
ー
ビ
ス
給
付
な
ど
を
行
い

ま
す
。

　
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
は
、
75
歳

以
上
の
人
か
ら
納
め
て
い
た
だ
い
た
保
険

料
を
医
療
給
付
を
行
う
熊
本
県
後
期
高
齢

者
医
療
広
域
連
合
へ
納
付
し
ま
す
。

　
こ
の
他
に
も
健
康
保
持
増
進
事
業
な
ど

を
行
い
ま
す
。

平成29年度
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目
的
別
経
費
の
内
容

■
議
会
費（
前
年
度
比
１
・
１
％
減
）

　
議
員
の
報
酬
や
費
用
弁
償
、
委
員
会
の

運
営
や
議
会
広
報
な
ど
議
会
の
活
動
に
要

す
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
総
務
費（
前
年
度
比
５
・
３
％
減
）

　
全
般
的
な
管
理
事
務
、
企
画
調
整
事
務
、

財
政
・
財
務
に
要
す
る
経
費
の
他
、
人
件

費
な
ど
通
常
必
要
と
さ
れ
る
経
費
、
ま
た
、

統
計
調
査
や
選
挙
費
な
ど
区
分
で
き
な
い

経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
民
生
費（
前
年
度
比
３
・
６
％
減
）

　
社
会
福
祉
や
高
齢
者
福
祉
、
児
童
福
祉

な
ど
町
民
の
一
人
一

人
が
一
定
水
準
の
生

活
と
安
定
し
た
社
会

生
活
を
営
む
こ
と
を

保
障
す
る
の
に
必
要

な
経
費
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

■
衛
生
費（
前
年
度
比
65
・
８
％
増
）

　
各
種
検
診
事
業
や
子
ど
も
医
療
、
清
掃

や
ご
み
処
理
の
費
用
な
ど
町
民
が
健
康
で

衛
生
的
な
生
活
環
境
を
保
持
す
る
た
め
に

必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
労
働
費（
前
年
度
比
１
・
９
％
減
）

　
労
働
者
の
た
め
の
「
勤
労
青
少
年
ホ
ー

ム（
西
部
町
民
セ
ン
タ
ー
内
）」や「
働
く
婦

人
の
家（
三
里
木
町
民
セ
ン
タ
ー
内
）」
の

運
営
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
農
林
水
産
業
費（
前
年
度
比
12
・
８
％
増
）

　
農
業
委
員
会
運
営
や
農
業
・
畜
産
・
林

業
の
振
興
、
農
業
土
木
や
農
業
構
造
改
善

な
ど
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
商
工
費（
前
年
度
比
23
・
２
％
増
）

　
商
工
業
の
振
興
や
企
業
誘
致
、
工
業
団

地
の
管
理
、
観
光
な
ど
に
必
要
な
経
費
を

計
上
し
て
い
ま
す
。

■
土
木
費（
前
年
度
比
５
・
９
％
減
）

　
土
木
関
係
人
件
費
や
土
木
共
通
事
務
な

ど
に
要
す
る
経
費
の
他
、
道
路
や
公
園
、

土
地
区
画
整
理
事
業
、
町
営
住
宅
の
整
備

や
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し
て

い
ま
す
。

■
消
防
費（
前
年
度
比
３
・
６
％
増
）

　
消
防
署
の
運
営
を
行
う
菊
池
広
域
連
合

へ
の
消
防
負
担
金
や
町
の
消
防
団
運
営
に

要
す
る
経
費
、
防
火
水
槽
や
消
防
水
利
な

ど
の
消
防
施
設
整
備
に
必
要
な
経
費
を
計

上
し
て
い
ま
す
。

■
教
育
費（
前
年
度
比
20
・
９
％
増
）

　
教
育
委
員
会
の
運
営
や
小
・
中
学
校
、

社
会
教
育
、
体
育
振
興
に
か
か
る
経
費
の

他
、
図
書
館
運
営
に
必
要
な
経
費
を
計
上

し
て
い
ま
す
。

■
災
害
復
旧
費（
前
年
度
比
皆
増
）

　
災
害
に
よ
っ
て
生
じ
た
被
害
の
復
旧
に

要
す
る
経
費
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

■
公
債
費（
前
年
度
比
６
・
４
％
増
）

　
町
の
借
金
で
あ
る
町
債
の
返
済
元
金
お

よ
び
利
子
支
払
に
必
要
な
経
費
を
計
上
し

て
い
ま
す
。
町
債
残
高
は
、
平
成
28
年
度

末
で
１
６
９
億
３
，
８
１
０
万
９
千
円
と

な
る
見
込
み
で
す
。

平成29年度の主な事業

議会費 
1億2,934万8千円
(0.9%)

総務費 
14億5,235万4千円
（10.0%）

民生費
51億3,209万1千円
（35.2％）

衛生費
18億6,127万5千円
（12.8％）

農林水産業費
4億2,001万2千円
（2.9％）
商工費
2億2,733万2千円
（1.6％）

土木費
13億2,406万4千円
（9.1%）

消防費
4億1,148万9千円
（2.8%）

教育費
17億1,912万円
（11.8%）

災害復旧費  
5億3,237万7千円
（3.6%）

公債費
13億4,190万6千円
（9.2%）

労働費他
3,863万2千円
（0.1%）

目的別経費

平成29年度予算

下水道事業会計
　下水道事業（公共下水道事業と農業集落排水事業）
は、「地方公営企業法」を適用（財務規定など）した会
計処理を行っています。
■公営企業会計　収益的収支と資本的収支に分けて会
計処理を行います。
■収益的収支　下水道事業を運営するための経営活動
に要する経費とそのための財源です。
■資本的収支　下水道施設の建設や改良などに要する
経費とそのための財源です。

※資本的収支の不足額は、損益勘定留保資金（収益的収支の事業費用のうち
現金の支出を必要としない減価償却費などの費用）などで補てんします。問 下水道課　業務係　☎（232）2164

議会費
議会運営費 1億2,935万円

総務費
自治会関係事業 4,466万円
文書広報費（広報きくよう発行など） 1,292万円
スクールパトロール事業 417万円
交通安全対策事業 1,352万円
防犯灯設置事業 783万円
地域公共交通事業（町内巡回バスなど） 4,029万円
電子計算システムの運用管理 1億3,520万円
役場庁舎管理費 4,113万円
消費者行政活性化事業 194万円
総合スポーツ施設整備基金積立 1億円
光の森町民センター等施設運営 4,727万円

民生費
臨時福祉給付金（経済対策分）給付事業 1億108万円
障害者福祉費（総合支援費他） 8億1,230万円
高齢者福祉費 5,039万円
放課後児童健全育成事業 7,770万円
児童手当 9億5,406万円
保育所運営費（公立７園） 5億3,916万円
私立保育所保育委託料（８園） 8億7,591万円
認定こども園等給付費 9,417万円
小規模保育所等給付費 1億7,946万円
国民健康保険特別会計繰出金 2億8,448万円
介護保険特別会計繰出金 3億3,876万円
後期高齢者医療特別会計繰出金 8,150万円
県後期高齢者医療広域連合負担金 2億9,565万円
災害弔慰金・災害障害見舞金事業 1,678万円
地域支え合いセンター事業 1,820万円

衛生費
子ども医療費助成（中３まで） 1億8,886万円
妊産婦・乳児健康診査事業 6,280万円
予防接種事業（インフルエンザ他） 1億7,627万円
各種健康診査事業 7,224万円
むし歯予防対策事業 522万円
菊池環境保全組合負担金（ごみ処理） 2億6,497万円
菊池広域連合負担金（し尿処理費） 3,292万円
菊池広域連合負担金（火葬場費） 801万円
ごみ収集運搬業務委託料等 8,195万円
災害廃棄物等処理事業 7億2,802万円
リサイクル奨励金等 他計４補助事業 891万円
太陽熱温水器、雨水浸透桝他 設置補助事業 216万円

労働費
勤労青少年ホーム、働く婦人の家運営費 348万円

農林水産業費
農業振興費 1,583万円
畜産振興費 907万円
土地改良事業（水路の整備など） 6,500万円
下水道事業（農業集落排水）への補助 3,389万円
町有林の管理 373万円
青年就農給付金事業  2,625万円
農地集積推進事業  709万円
多面的機能支払交付金事業  9,054万円

商工費
商工振興費 3,199万円
企業誘致対策事業 1億6,991万円
観光費 555万円

土木費
道路の新設改良 1億8,362万円
道路の維持管理 8,316万円
土地区画整理事業 3億3,898万円
公園の維持管理 7,777万円
町営住宅の維持管理 1,162万円
町営古閑原団地建設 1億4,456万円
下水道事業（公共分）への負担など 3億5,861万円

消防費
菊池広域連合負担金（消防費） 3億3,354万円
非常備消防費（消防団員関係費など） 4,241万円
消防防災施設整備事業 662万円

教育費
中学生海外派遣事業 473万円
外国青年招致事業（２人） 1,139万円
各小中学校関係備品購入 1,696万円
特別支援指導助手他各種非常勤講師等の活用 8,899万円
菊陽北小学校施設整備事業 2億5,229万円
武蔵ヶ丘北小学校施設整備事業 2億8,605万円
武蔵ヶ丘中学校施設整備事業 1億530万円
私立幼稚園費 6,178万円
生涯学習の推進（施設の運営含む） 1億5,686万円
図書館の運営（ホール運営含む） 8,958万円
体育施設・スポーツ振興費 4,001万円

公債費
元金 12億 908万円
利子 1億3,283万円

災害復旧費
被災農業者向け経営体育成支援事業 2億 9,814万円
町民体育館災害復旧事業 1億1,568万円
庁舎関係災害復旧事業 5,381万円
福祉支援センター災害復旧事業 715万円

■特別会計予算内容
土地取得特別会計

（仮称）光の森多目的広場管理事業 112万円

国民健康保険特別会計
保険給付費 23億5,535万円
特定健康診査等事業 2,093 万円
保健指導事業 400万円

介護保険特別会計
保険給付費 23億6,148万円
地域支援事業費 1億2,390万円

後期高齢者医療特別会計
後期高齢者医療広域連合納付金 3億2,738万円
健康保持増進事業 911万円
※分かりやすいように万円単位で記載しています。

　支出する経費を行政サービスの
目的ごとに分けて見ると、衛生費・
農林水産業費・商工費・消防費・
教育費・公債費・災害復旧費は増
加、議会費・総務費・民生費・土
木費・労働費は減少しています。

下水道事業会計　予算
収益的収支 資本的収支

事業
収益

13億7,862万9千円 資本的
収入 6億2,821万円

事業
費用

13億6,334万7千円 資本的
支出 9億7,875万9千円

2017.4　広報 広報 　2017.4


